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○一宮町緊急通報装置設置事業実施要綱 

平成14年４月１日 

要綱第23号 

改正 平成27年12月28日告示第62号 

（目的） 

第１条 この要綱は、ひとり暮らしの高齢者等に緊急通報装置を貸与することにより、急

病や災害等の緊急時における日常生活上の不安を解消し、もってこれらの者の福祉増進

を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 高齢者 町内に住所を有するおおむね65歳以上の者をいう。 

(2) 重度身体障害者 町内に住所を有し、障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭

和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級又は２級に該当する者で、身体障害者手帳

の交付を受けている18歳以上65歳未満のものをいう。 

(3) 協力員 緊急通報があった場合、安否の確認を行い、必要な措置を講ずるとともに

町その他関係機関に連絡する者をいう。 

（対象者） 

第３条 この事業の対象者は、おおむね65歳以上の独居世帯、高齢者のみの世帯及びこれ

に準ずる世帯に属する高齢者並びに身体障害者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に属す

る重度身体障害者とする。 

（申請） 

第４条 この事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は緊急通報装置設置

事業利用申請書（別記第１号様式）、確約書（別記第２号様式）及び緊急通報装置協力

者登録依頼書（別記第３号様式）を町長に提出するものとする。 

２ 申請者は、前項の申請時に協力員を２人以上確保しなければならない。 

（決定） 

第５条 町長は、前条の申請があったときはその内容を調査し、審査した結果貸与の可否

を決定し、その結果を緊急通報装置事業利用決定（却下）通知書（別記第４号様式）に
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より申請のあった者（以下「被貸与者」という。）に通知するものとする。 

（費用の負担） 

第６条 緊急通報装置の設置にかかる費用及び使用料は、業者の毎月の請求に基づき町が

支払う。ただし、生計中心者の前年所得税課税世帯については、別表の利用者負担額表

により負担する額を支払うものとする。 

（関係機関との連絡） 

第７条 町長は、関係機関との密接な連携を保ち、その協力を得て事業の円滑な推進を図

るものとする。 

（変更の届出） 

第８条 被貸与者は、第４条第１項の規定による申請事項に変更が生じた場合は、緊急通

報装置設置変更届出書（別記第５号様式）により、速やかに町長に届け出なければなら

ない。 

（貸与の取り消し） 

第９条 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めた時は、緊急通報装置を撤去する

ことができる。 

(1) 利用者が、第３条の規定に該当しなくなったとき。 

(2) 利用者が転出又は死亡したとき。 

(3) 利用者が介護保険施設等に入所したとき。 

(4) 利用者が医療機関に継続しておおむね３月以上入院したとき。 

(5) その他町長が撤去を必要と認めたとき。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要なことは、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成14年４月１日から施行する。 

（廃止） 

２ 一宮町緊急通報装置設置等取扱要領（平成３年一宮町要領第２号）は、廃止する。 

附 則（平成27年12月28日告示第62号）抄 

（施行期日） 
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１ この告示は、平成28年１月１日から施行する。 

別表（第６条） 

緊急通報装置設置事業に伴う利用者負担額の基準（年額） 

利用者世帯の階層区分 利用者負担額 

A 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む） 0円 

B 生計中心者の前年所得税非課税世帯 0 

C 生計中心者の前年所得税課税年額10,000円以下の世帯 16,300 

D 生計中心者の前年所得税課税年額10,001円以上30,000円以下の世帯 28,400 

E 生計中心者の前年所得税課税年額30,001円以上80,000円以下の世帯 42,800 

F 生計中心者の前年所得税課税年額80,001円以上140,000円以下の世帯 52,400 

G 生計中心者の前年所得税課税年額140,000円以上の世帯 全額 
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別記第１号様式（第４条第１項） 

第２号様式（第４条第１項） 

第３号様式（第４条第１項） 

第４号様式（第５条） 

第５号様式（第８条） 

 


